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※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う

40以下

60

80

100

120

140以上

市町村財政比較分析表(平成20年度普通会計決算)
岐阜県 可児市

人 口

面 積

標準財政規模

歳 入 総 額

歳 出 総 額

実 質 収 支

95,887

87.60

17,936,516

27,987,051

26,067,792

1,565,857

人(H21.3.31現在)

ｋ㎡

千円

千円

千円

千円

当 該 団 体 値

類似団体内平均値

類似団体内の

最大値及び最小値

財政力
財政力指数 [0.97]

類似団体内順位

15/43
全国市町村平均

0.56
岐阜県市町村平均

0.65
0.40

0.60

0.80

1.00

1.20

1.40

1.60

1.80

0.61

1.60

0.91
0.880.850.84

H20H19H18H17H16

0.970.950.940.93

財政構造の弾力性
経常収支比率 [89.8%]

類似団体内順位

17/43
全国市町村平均

91.8
岐阜県市町村平均

87.9

(%)

110.0

100.0

90.0

80.0

70.0

60.0

99.3

68.5

90.689.4
87.687.8

H20H19H18H17H16

89.8

87.086.586.0

人件費・物件費等の状況
人口1人当たり人件費・物件費等決算額[84,678円]

類似団体内順位

1/43
全国市町村平均

114,142
岐阜県市町村平均

(円)

140,000

120,000

100,000

80,000

60,000

138,085

84,678

103,962
106,083105,660107,315

84,678
84,28984,02182,844

給与水準 （国との比較）
ラスパイレス指数 [99.3]

類似団体内順位

32/43
全国市平均

98.4
全国町村平均

102.0

99.0

96.0

93.0

90.0

87.0

102.5

91.5

97.6
97.396.997.2

99.3
99.4

98.698.5

定員管理の状況
人口千人当たり職員数 [4.63人]

類似団体内順位

1/43
全国市町村平均

7.46
岐阜県市町村平均

(人)

10.00

9.00

8.00

7.00

6.00

5.00

4.00

3.00

9.35

4.63

6.90

7.197.207.03

4.63
4.734.754.82

公債費負担の状況
実質公債費比率 [8.4%]

類似団体内順位

15/43
全国市町村平均

11.8
岐阜県市町村平均

10.7

(%)

25.0

20.0

15.0

10.0

5.0

0.0

19.0

1.0

10.2
10.313.813.8

H20H19H18H17H16

8.48.6

13.814.0

将来負担の状況
将来負担比率 [-%]

類似団体内順位

-/-
全国市町村平均

100.9
岐阜県市町村平均

45.6

(%)

500.0

400.0

300.0

200.0

100.0

0.0

327.9

9.2

78.6

75.7

H20H19H18H17H16

財政力

財政構造の弾力性

人件費・物件費等の

状況

給与水準

（国との比較）

定員管理の状況

公債費負担の状況

将来負担の状況

類似団体平均

可児市
※類似団体平均を100とした

ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体

を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない

団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。
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分析欄

・概要： 可児市は、全国の類似団体と比べて職員数の少なさが際立っていることがわかる。それに伴い、

人件費・物件費についても他団体と比べ適性度が高い。

・財政力： 全国市町村及び類似団体平均と比較して良好な数値を保っている。今後、更なる財政の効率

化を図り、歳入の確保、歳出の見直しを実施することで、財政の健全化を進めていく。

・財政構造の弾力性： 全国市町村及び類似団体平均と比較して良好な数値を保っている。今後も、受益

者負担の適正化や市税徴収率の向上に努める等一般財源の確保に努めるとともに、

歳出の見直しを行い経常経費の削減を行っていく。

・人件費・物件費等の状況： 類似団体の中で最も良好な数値を保っている。これは、物件費が類似団体と

ほぼ同程度であるものの、職員数の少なさによる人件費が抑制されていること

が要因である。

・公債費負担の状況： 高金利の市債について繰上償還や借換を実施するとともに、新規発行債を抑制す

ることで、類似団体と比較して低い数値となっている。

・給与水準（国との比較）： 国の給与水準よりも低い状況を維持している。現在の人事考課制度に基づく能

力・業績に応じた昇給・昇格管理を継続して行い、今後も国の水準と均衡を図る

よう、適正な給与管理に努める。

・定員管理の状況： 合併後においても、人口1,000人当たりの職員数は類似団体の中で最も少ない。今後

も「可児市職員定員適正化計画」に基づき、職員定数を管理していく。
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化を図り、歳入の確保、歳出の見直しを実施することで、財政の健全化を進めていく。

・財政構造の弾力性： 全国市町村及び類似団体平均と比較して良好な数値を保っている。今後も、受益

者負担の適正化や市税徴収率の向上に努める等一般財源の確保に努めるとともに、

歳出の見直しを行い経常経費の削減を行っていく。

・人件費・物件費等の状況： 類似団体の中で最も良好な数値を保っている。これは、物件費が類似団体と

ほぼ同程度であるものの、職員数の少なさによる人件費が抑制されていること

が要因である。

・将来負担の状況： 普通会計の平成20年度末起債残高は、高金利の公的資金の繰上償還や、新規発行債

を元金償還額以内に抑制することで、前年度に比べ約１億円減少し、約195億円となっ

ている。今後も、償還元金額と新規発行債のバランスを図りながら地方債残高を管理し、

後世への負担を少しでも軽減するよう努める。

・公債費負担の状況： 高金利の市債について繰上償還や借換を実施するとともに、新規発行債を抑制す

ることで、類似団体と比較して低い数値となっている。

・給与水準（国との比較）： 国の給与水準よりも低い状況を維持している。現在の人事考課制度に基づく能

力・業績に応じた昇給・昇格管理を継続して行い、今後も国の水準と均衡を図る

よう、適正な給与管理に努める。

・定員管理の状況： 合併後においても、人口1,000人当たりの職員数は類似団体の中で最も少ない。今後

も「可児市職員定員適正化計画」に基づき、職員定数を管理していく。


